別紙様式
平成24年度当初予算　　　支出科目　款：衛生費　項：医務費　目：医療整備対策費
	事業名: 広域災害・救急医療情報システム運営事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　　健康福祉部　医療整備課　医療整備担当　電話番号：058-272-1111（内2535）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11229@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：83,600千円（前年度予算額：84,582千円）

	事業内容


	１　事業の内容


岐阜県広域災害・救急医療情報システムを運営している。このシステムは、平常は、消防機関や住民等に対して医療機関の救急医療情報を提供し、円滑な救急搬送等に活用し、災害時には被災地内外の医療機関の稼働状況、受入可能患者数、ライフラインの確保状況等、災害時の医療にかかる総合的な情報収集及び提供を行うことにより、効果的な患者転送等につなげ、救命率の向上を図ることを目的としたものである。
	２　所要経費


(1) 情報システムの運用、維持に関する委託費　72,626
(2) システムの運営管理に関する経費　　　　　10,974
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅰ 安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり
２ 地域医療の体制と医師・看護職員を確保する
・救急･災害･へき地･周産期･小児などの医療連携体制を強化する
	２　これまでの取組状況


昭和５８年度に、医療機関が診療の可否を情報入力し、その情報を消防機関に提供する救急医療情報システムとして運営を開始し、同時にシステムの一部として県内すべての消防本部に地域救急医療情報センターを設置した。地域救急医療情報センターでは消防職員が24時間体制で、自力で医療機関を受診することが可能な県民からの電話での問い合わせに対し現在診療可能な医療機関を案内する、救急病院案内を行っている。また、消防機関が行う救急搬送の際の病院選定にも活用されてきた。

平成13年にシステムの更新が行われ、インターネットで情報を公開し住民も直接救急医療情報を参照することが可能になった。また、大規模災害時に利用できるように機能が追加され、名称も｢岐阜県広域災害・救急医療情報システム｣となった。
	３　これまでの取組に対する評価


　救急搬送においては、迅速で適切な搬送先の選定のためにシステムの情報が活用されており、平成22年度のシステムの情報が利用された救急搬送は22,222件であった。平成22年度の地域医療情報センターでの救急病院案内は34,655件であり、救急患者に必要な情報を提供した他、救急車の適正な利用にも結びついている。

また、災害発生時に備え例年入力訓練を実施し、利用者の操作の習熟を図っており、東日本大震災時においても、参加機関から正確な応需情報を提供することができた。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	84,582
	22,824
	
	
	
	
	8,502
	
	53,256

	要求額
	83,600
	19,650
	
	
	
	
	8,502
	
	55,448

	決定額
	83,600
	19,650
	
	
	
	
	8,502
	
	55,448


